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不動産市場の現状

不動産は、国民生活や企業の活動などに不可欠な基盤である
とともに、貴重な資源である。不動産が適正に取引され、有効
に利用されることは、地域経済の活性化や優良な都市ストック
の形成を促進するなど、わが国の経済・社会にとって重要であ
る。

昨今の不動産市場をめぐる環境は、新築マンション販売につ
いては、昨年以降、販売動向が上向くなど明るい兆しが見え始
めている。

○ 不動産業（開発・分譲、流通、賃貸、管理）の産業規模
・ 売上高 約40.0兆円 （全産業の 3.0％）［平成21年度］
・ 法人数 約30.0万社 （全産業の10.8％）［平成21年度］
・ 従業者数 約69.9万人 （全産業の 1.7％）［平成21年度］
・ 宅地建物取引業者(開発･分譲及び流通)数 126,582

［平成21年度］
（うち大臣免許業者 2,153 知事免許業者 124,429）

出典：財務総合政策研究所「法人企業統計調査」、国土交通省不動産業課調べ

○ 不動産の市場規模
・ 資産規模 約2200兆円 ［平成21年度］
・ 不動産業の国内総生産 約62兆円 （全体の13.2%）

［平成21年度］
出典：内閣府「国民経済計算」

○ 不動産市場の状況
・ 新設住宅着工は、過去と比べ低水準で推移。

出典：国土交通省「建築着工統計調査報告」

128.5

103.6103.9

77.5

97.5
94.0

87.4 87.6

78.9
77.1

74.6 74.0

68.8

71.1

76.3
79.2

81.9
86.3

79.4

85.4

79.3

73.7 75.0
77.2

82.8 83.7
81.3

84.7 86.1 84.7
87.2

80.7 79.8
81.5

50.0 

60.0 

70.0 

80.0 

90.0 

100.0 

110.0 

120.0 

130.0 

140.0 

H18 H19 H20 H21 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月

万戸

年度・月

新設着工戸数（年率換算値）

平成２３年度平成２２年度平成２１年度平成２０年度年度



・ 首都圏の新築マンション新規供給戸数は、過去と比べて低水
準で推移しているものの、平成22年は約44.5千戸と前年より8.
2千戸増（＋22.6%）した。

出典：(株)不動産経済研究所「マンション市場動向」

○ 不動産事業者向け融資の動向
・ 国内銀行の不動産関連融資の残高は、90年代後半よりも低い

が、総貸出高に占める割合は、90年代後半よりも高くなってい
る。

出典：日本銀行調査統計部

○ 不動産事業者の倒産状況
・ 不動産事業者の倒産件数及び負債総額は、平成21年度に比べ、

改善しつつある。

【平成20年度】 【平成21年度】 【平成22年度】

倒産件数：479件 （+ 25.7%）→ 438件 （▲ 8.6%）→ 350件 （▲20.1%）

負債総額：2兆8716億円（+132.9%) → 6853億円（▲76.1%）→ 4934億円（▲28.0%）

出典：帝国データバンク「全国企業倒産集計」
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賃貸住宅管理業の登録制度について 

○賃貸住宅の管理業務の適正化を図り、賃貸住宅管理業務に関して一定のルールを設けることにより、 借主と貸主の利益 
   保護を図るため、国土交通省の告示による賃貸住宅管理業の登録制度を創設する。 

１．制度の目的 

○賃貸住宅管理業を営もうとする者は、国土交通省の備える 
  登録簿に登録を受けることができ、登録事業者は、借主等 
  の利益の保護に資するため、管理事務に関して重要事項 
  の説明など一定のルール（業務処理準則）を遵守すること 
  になる。 
○対象となる事業は、受託管理（貸主から委託を受けて賃貸 
    住宅の管理を行う事業）又はサブリース（賃貸住宅を転貸し、 
  貸主として管理を行う事業）のいずれかの事業。 
○平成２３年度に施行予定。               
 
      

２．登録制度の概要 

○登録事業者名を公表することで、消費者（借主）は、登録事業者の情報を把握し、物件選択の判断材料として活用すること 
  ができる。 
○管理業務のルールが普及し、適切に管理が行われ、安心して住むことのできる賃貸住宅を選ぶことができる。 

３．制度の効果 

例）登録制度のイメージ図（受託管理方式の場合） 
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